
















































































































































五十嵐は朝日新聞（2007 年 5 月 19 日付）と週刊エコノミスト（「立案者が証言する『歪め
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　また、厚生労働省の「雇用の構造に関する実態調査（就業形態の多様化に関する総合実態
調査）」17（平成 22 年）によると、正社員以外の労働者がいる事業所が正社員以外の労働者
を活用する理由として、「賃金の節約のため」（43 . 8 %）、「1 日、週の中の仕事の繁閑に対応
するため」（33 . 9 %）、「賃金以外の労務コストの節約のため」（27 . 4 %）が上位に上げられて
いる。
　さらに、厚生労働省が 2006 年に公表した「平成 17 年有期契約労働に関する実態調査結果
の概況」によれば、「有期契約労働者を活用している事業所の主な理由（複数回答）をみると、
総数で『人件費節約のため』が 52 . 3％と最も多く、次いで『1 日、週の繁閑に対応するため』
38 . 8％、『経験等を有する高齢者の活用のため』26 . 9％、『専門的な能力を有する人材を一定








　「平成 14 年就業構造基本調査」19 によると、正規の職員・従業員の総数 3455 万 7000 人の
内所得が 50 万円未満の者が 13 万 4900 人、50 ～ 99 万円の者が 33 万 8900 人、100 ～ 149 万
円の者が 107 万 2400 人、150 ～ 199 万円の者が 194 万 5300 人となっており、正規労働者
10 . 1％、つまり 10 人に 1 人は年収が 200 万円未満という状態にある。
　また、「平成 19 年就業構造基本調査」20 によると、正規従業員・職員であるにもかかわら
ず年間所得が 100 万円に満たない労働者が 61 万 6500 人、200 万円未満は 356 万 6400 人（男










　2012 年（平成 24 年）度の「就業構造基本調査」22 においても正規労働者 3311 万人のうち
9 . 9％が年収 200 万円以下となっており、横這い状態にあることが分かる。男女比で見ると




























26　湯浅（2009）、94 ～ 95 頁。
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ている。「〝11 . 45％〟。これは、同じ年（2004 年／筆者注）に文科省（文部科学省）から発
表された、日本の大学院博士課程修了者の〝死亡・不詳の者〟の割合である。」27。文部科学
省が行った「平成 16 年度学校基本調査」28 によれば平成 16 年度の博士課程修了者はおよそ 1
万 5000 人であり、その年の死亡・不詳の者は約 1700 人ということになる。
　「平成24年度学校基本調査」29 によれば博士課程修了者は1万6260人であり、そのうち「死
亡・不詳の者」は 1145 人（修了者の 7 . 0％）となっている。同じく大学（学部）卒業者 55



































































































れ、任用の期限が必ず付けられる。任用期間は、任期付職員では 3 ～ 5 年、非常勤職員では
















































































キングプアの推計を行っている BLS（Bureau of Labor Statistics ／アメリカ労働統計局）及び、ワー
キングプアという名称は避けているものの「貧困世帯に属する個人を、（1）年間を通じてフルタイム
で働く、（2）年間を通じてフルタイムで働いていない、（3）働いていない、の 3 類型に分類」という
定義と「少なくとも働いている世帯メンバーが 1 人おり、世帯所得が貧困基準以下の世帯」という 2
つの定義で貧困分析を行っているセンサス局（Census Bureau）というアメリカにおける 2 つの公的機
関の定義及び推計結果を取り上げている。（村上 2011）
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　戸室が用いた分析方法は、総務省『就業構造基本調査』（1992 年・1997 年・2002 年・2007

























帯人員、世帯所得別世帯数』の表（1992 年・1997 年・2002 年・2007 年）」46 を取得し、これ
を元に都道府県別のデータを算出している。














































133 万世帯（1992 年）→ 147 万世帯（1997 年）→ 236 万世帯（2002 年）→ 237 万世帯（2007





年）→ 6 . 7％（2007 年）」51 というように推移しているという。これを踏まえ、戸室は「両





































































































































































熊本学園商学論集　第 18 巻　第 3 号（通巻第 53 号）2014・12










文 献 リ ス ト
e-Stat（2014 a）：e-Stat 政府統計の総合窓口
　http://www.e-stat.go.jp/SG 1 /estat/eStatTopPortal.do（最終アクセス 2014 年 9 月 3 日）
　「平成 14 年就業構造基本調査」第 43 表 年齢，従業上の地位，雇用形態，所得，男女，職業別有業者数
　 http://www.e-stat.go.jp/SG 1 /estat/GL 08020103 .do?_toGL 08020103 _&tclassID= 000000130002 &cycle
Code= 0 &requestSender=estat（最終アクセス 2014 年 9 月 3 日）
e-Stat（2014 b）：e-Stat 政府統計の総合窓口
　「平成 19 年就業構造基本調査」第 43 表　年齢，雇用形態，所得，男女，従業者規模別雇用者数
　 http://www.e-stat.go.jp/SG 1 /estat/GL 02020101 .do?method=listDisplay&statCode= 00200532 &tstat
Code= 000001017285 &tclass 1 = 000001017286 &tclass 2 = 000001019322 &tclass 3 =&tclass 4 =&tclass 5 =（最
終アクセス 2014 年 9 月 3 日）
五十嵐（2008）：五十嵐仁『労働再規制――反転の構図を読みとく』筑摩書房、2008 年。
岩田（2007）：岩田正美『現代の貧困――ワーキングプア／ホームレス／生活保護』筑摩書房、2007 年。





大山（2008）：大山典宏『生活保護 VS ワーキングプア　若者に広がる貧困』PHP 研究所、2008 年。
門倉（2006）： 門倉貴史『ワーキングプア　いくら働いても報われない時代が来る』宝島社新書、2006
年。
［経済］簿記勘定科目一覧表（2013）： WEBNOTE - ［ 経 済］ 簿 記 勘 定 科 目 一 覧 表（ 用 語 集 ）http://
kanjokamoku.k-solution.info/ 2006 / 07 /post_ 98 .html（最終アクセ




厚生労働省（2014 a）：「平成 22 年就業形態の多様化に関する総合実態調査の概況」結果の概要
　http://www.mhlw.go.jp/toukei/list/ 5 - 22 b.html#c（最終アクセス 2014 年 9 月 5 日）
厚生労働省（2014 b）：「平成 17 年有期契約労働に関する実態調査結果の概況」
　http://www.mhlw.go.jp/houdou/ 2006 / 06 /h 0614 - 1 .html（最終アクセス 2014 年 9 月 5 日）
伍賀（2010）： 伍賀一道「雇用と働き方・働かせ方から見たワーキングプア」社会政策学会『社会政策　
第 1 巻第 4 号（通巻第 4 号）』ミネルヴァ書房、2010 年。
後藤（2010）： 後藤道夫「ワーキングプア急増の背景と日本社会の課題」社会政策学会『社会政策　第 1
巻第 4 号（通巻第 4 号）』ミネルヴァ書房、2010 年。
後藤（2011）：後藤道夫『ワーキングプア原論――大転換と若者』花伝社、2011 年。
駒村（2009）：駒村康平『大貧困社会』角川 SS コミュニケーションズ、2009 年。
清山（2010）： 清山玲「ワーキングプア―労働・生活・運動―」社会政策学会『社会政策　第 1 巻第 4 号




　http://www.stat.go.jp/data/shugyou/ 2012 /index.htm#kekka（最終アクセス 2013 年 11 月 18 日）
　「平成 24 年就業構造基本調査」結果の概要
　http://www.stat.go.jp/data/shugyou/ 2012 /pdf/kgaiyou.pdf（最終アクセス 2013 年 11 月 18 日）
髙野（2012）： 髙野晃「ワーキングプアと貧困な労働環境―「溜め」を取り入れた再定義―」熊本学園大
学商学会『熊本学園商学論集　第 17 巻第 1 号（通巻第 49 号）』2012 年。
戸室（2013）： 戸室健作「近年における都道府県別貧困率について―ワーキングプアを中心に」『山形大
学紀要（社会科学）第 43 巻第 2 号』2013 年。
日本総合研究所（2013）： 平成 22 年度先導的大学改革推進委託事業「博士課程修了者の進路実態に関す
る調査研究』
　 http://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/itaku/__icsFiles/afieldfile/ 2011 / 06 / 16 / 1307208 _ 1 .pdf（最
終アクセス 2013 年 11 月 17 日）
水月（2007）： 水月照道『高学歴ワーキングプア　「フリーター生産工場」としての大学院』光文社、
2007 年。
村上（2011）： 村上雅俊「②日本のワーキングプアの測定」貧困研究会『貧困研究 Vol. 6』明石書店、
2011 年。
文部科学省（2013 a）：「平成 16 年度学校基本調査」調査結果の概要（高等教育機関）卒業後の状況調査
　 http://www.mext.go.jp/b_menu/toukei/ 001 / 05011201 / 002 / 002 .htm（最終アクセス 2013 年 11 月
15 日）




　 http://www.mext.go.jp/component/b_menu/other/__icsFiles/afieldfile/ 2012 / 12 / 21 / 1329238 _ 3 _ 1 .
pdf
文部科学省（2013 c）： 「学校基本調査－用語の解説」http://www.mext.go.jp/b_menu/toukei/chousa 01 /
kihon/yougo/ 1288105 .htm
― 40 ―
熊本学園商学論集　第 18 巻　第 3 号（通巻第 53 号）2014・12
文部科学省（2013 d）：「博士課程修了者の進路実態に関する調査研究」








http://www.jil.go.jp/institute/research/ 2006 / 025 .htm（最終アクセス 2014 年 9 月 5 日）
脇田（2009）： 脇田滋「貧困と非正規労働をなくすために―派遣労働の弊害規制を中心に―」日本弁護士









 This paper examines the problems of the estimate-method to understand the working 
poor in the view of the 47 prefectures of Japan. In addition to that, it pays attention to 
the employment types which are important to grasp the working poor. As a result, the 
following three points have become clear. Is it right to use the standard of public assistance 
as a poverty line? How to match the individual with the household to estimate the working 
poor. How to grasp and cope with the potential members of the working poor. However 
some problems are left. For example, it is how to grasp workers who move around between 
various employment types.
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